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1. 添付記載事項と補足説明資料の関係 

「Ⅱ－2－4－1 仮想的大規模津波に対する使用済燃料貯蔵建屋の影響評価」

では，建屋の津波波力に対する耐性の説明のため，以下の 6 つの内容を記載し

ている。設工認図書記載事項と以下の補足説明資料の内容との関係を図 1 に整

理している。 

 

Ⅰ．評価条件 

Ⅱ．評価対象部位の選定 

Ⅲ．荷重及び荷重の組合せ 

Ⅳ．許容限界の設定 

Ⅴ．評価方法の設定 

Ⅵ．強度評価結果 

 

本図書にて説明する津波波力に対する貯蔵建屋の耐性評価は事業許可と同

じであり，事業許可段階で示した評価結果を補足するものであり，貯蔵建屋の

うち貯蔵区域が津波波力に耐えうることを示すものである。なお，受入れ区域

については津波により損傷するものとする。 

貯蔵建屋については，既設工認に基づき建設され竣工しており，その後の補

強・改造がないため，上記のうち建屋の構造を前提とするⅠについては，既設

工認の内容から前提条件として変更となる項目は無い。また，Ⅱの評価対象部

位としては，貯蔵建屋及び遮蔽扉を対象としており，このうち，外壁に対する

波力の影響を考慮した際に最も厳しくなる部位の選定の考え方の詳細につい

て，「3. 評価対象部位の選定について」に記載している。 

評価に当たって考慮する荷重としては，波力と漂流物の衝突荷重があるが，

これらの荷重設定の考え方及び荷重組合せの考え方について，「4. 荷重及び

荷重の組合せについて」に記載している。 

評価方法及び許容限界については，評価部位に応じて設定しており，それぞ

れの考え方については，「5. 評価方法及び許容限界について」にその詳細を

記載している。 
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図１ 設工認図書添付記載事項と補足説明資料の関係 

Ⅲ．荷重及び荷重組合せ 

Ⅳ．許容限界の設定 

Ⅴ．評価方法の設定 

Ⅱ．評価対象部位の選定 

外壁の評価 遮へい扉の評価 波圧に対する建屋全体系評価 

設定する許容限界との比較 設定する許容限界との比較 設定する許容限界との比較 

Ⅰ．評価条件 
対応する添付の目次 

1. 概要 
2. 基本方針 
 2.1位置 
 2.2構造概要 
 2.3評価方針(評価フロー） 
 2.4適用規格 

3.1 評価対象部位 

3.2 荷重及び荷重の組合せ 

3.3 許容限界 

3.4 評価方法 

4. 強度評価結果 

※ 補足説明資料作成対象項目を赤字で表示 

Ⅵ．強度評価結果 
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2. 評価の流れについて 

津波の耐性評価では，以下の項目を評価している。 

 

① 建屋全体の耐性評価 

② 建屋外壁の耐性評価 

③ 遮蔽扉の耐性評価 

 

このうち，②については，対象となる壁の厚さを考慮した相対的な強度を考

慮して貯蔵建屋の南側外壁を評価対象に選定している。選定の考え方について

は「3. 評価対象部位の選定について」に，評価の考え方及び結果については

「5. 評価方法及び許容限界について」に記載している。 

③については，南側人員用扉を対象として選定している。選定の考え方につ

いては「3. 評価対象部位の選定について」に，評価の考え方及び結果につい

ては「5. 評価方法及び許容限界について」に記載している。 

 

3. 評価対象部位の選定について 

(1) 建屋全体の耐性評価 

建屋全体の耐性評価では次項に示すとおり，考慮する荷重は，津波波力

によって貯蔵建屋全体に作用する荷重を，耐力は貯蔵建屋の保有水平耐力

としている。 

 

(2) 建屋外壁の耐性評価 

表 1 のように，貯蔵区域の外壁及び受入れ区域との境界壁について，貯

蔵区域の南側の外壁は，東側及び西側の外壁より薄く，付随する柱形がな

いことから，外壁の評価部位として貯蔵区域の南側外壁を選定する。 
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(2) 津波漂流物による衝突荷重 

津波漂流物は，漂流の可能性のある対象物のうち重量が大きく建屋への

影響が大きいものを選定することとしており，対象物を浮遊する漂流物と

滑動する漂流物それぞれから選定している。 

浮遊する漂流物としてキャスク緩衝体，滑動する漂流物としてキャスク

輸送車両を選定している。 

浮遊する漂流物による衝突荷重は FEMA（2012）＊1 の式に従い算定して

いる。また，滑動する漂流物による衝突荷重は FEMA（2019）＊2 で示され

る ASCE（2016）＊3 の式により算定している。 

 

表 2 津波漂流物の諸元及び衝突荷重 

 
津波漂流物 

浮遊する漂流物 滑動する漂流物 

対象とする漂流物 キャスク緩衝体 キャスク輸送車両 

漂流物の寸法 
直径 3.55m×厚さ

0.96m 

長さ 12.48 m×幅 3.19 m 

×高さ 1.6m 

漂流物の質量（kg） 6100 44000 

最大流速（m/s） 10 10 

設計用衝突荷重（kN） 1573 496 

 

＊1：Guidelines for Design of Structures for Vertical Evacuation 

from Tsunamis Second Edition, FEMA P-646, Federal Emergency 

Management Agency, 2012 

＊2：Guidelines for Design of Structures for Vertical Evacuation 

from Tsunamis Third Edition, FEMA P-646, Federal Emergency 

Management Agency, 2019 

＊3：Minimum Design Loads and Associated Criteria for Buildings and 

Other Structures, ASCE/SEI Standard 7-16， American Society of 

Civil Engineers, 2016 
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(3) 荷重の組合せ 

荷重の組合せにおいては，波力単体の荷重及び波力と漂流物の衝突荷重

を組合せることとし，漂流物については浮遊するキャスク緩衝体及び滑動

するキャスク輸送車両の 2 種を考慮することとしている。 

なお，遮蔽扉の評価においては，その高さが浮遊する漂流物より低いた

め，浮遊する漂流物を組合せ荷重に考慮していない。 

 

   表 3 荷重の組合せ 

評価部位 評価内容 荷重ケース 荷重の組合せ 

建屋全体 応力評価 

ケース 1 津波波圧 

ケース 2 
津波波圧＋漂流物の衝突荷重 

（浮遊する漂流物） 

ケース 3 
津波波圧＋漂流物の衝突荷重 

（滑動する漂流物） 

耐震壁 変形評価 

ケース 1 津波波圧 

ケース 2 
津波波圧＋漂流物の衝突荷重 

（浮遊する漂流物） 

ケース 3 
津波波圧＋漂流物の衝突荷重 

（滑動する漂流物） 

遮蔽扉 応力評価 

ケース 1 津波波圧 

ケース 2 
津波波圧＋漂流物の衝突荷重 

（滑動する漂流物） 
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5. 評価方法及び許容限界について 

津波に対する耐性の検討においては，以下の 3種の検討を実施しているおり，

それぞれの許容限界は以下のとおりである。 

(1) 建屋全体の評価 

建屋全体の評価においては，南北方向及び東西方向それぞれの外壁が受

ける波力の合計に対し，許容限界を保有水平耐力として建屋の健全性を確

認することとしている。 

 

(2) 外壁の評価 

外壁の評価においては，図 2 に示すように外壁を有限要素法モデルにて

モデル化し，水深係数 3.0 を考慮した静的な波力に対する析を実施してい

る。 

応力解析は２次元ＦＥＭモデルを用いた弾塑性応力解析とし，解析プロ

グラムは「ＡＢＡＱＵＳ」を用いている。解析モデルに使用するＦＥＭの

要素には，積層シェル要素を用いている。この要素は鉄筋層をモデル化し

た異方性材料による積層シェル要素である。 

各要素には，板の曲げと軸力を同時に考えるが，板の曲げには面外せん

断変形の影響も考慮する。境界条件は，基礎を固定とし，直交する耐震壁

及び屋根スラブに該当するモデル周辺部も固定とする。 

コンクリート及び鉄筋の許容ひずみは，表 4 に示すとおり発電用原子力

設備規格 コンクリート製原子炉格納容器規格（（一社）日本機械学会，

2003）に基づき設定する。 

 

   表 4 コンクリート及び鉄筋の許容ひずみ 

部位 
コンクリート 

（圧縮ひずみ） 

鉄筋 

（圧縮及び引張ひずみ） 

耐震壁 0.003 0.005 
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図 2 解析モデル図（14 通り） 
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(3) 遮蔽扉の評価 

遮蔽扉の評価においては，遮蔽扉を両端ピン支持梁モデルに置換して検

討を実施している。 

遮蔽扉の構造は鋼板にコンクリートを充填した構造となっており，鉄筋

コンクリートの応力算定の考え方に倣い，表面鋼板の応力を算定している。

許容限界は，表面鋼板の短期許容応力度としている。 

 

6. 評価結果について 

(1) 建屋全体の評価 

建屋全体の評価結果は表 5 のとおりであり，ＮＳ方向及びＥＷ方向とも

津波波力と漂流物（キャスク緩衝体）の衝突荷重による荷重組合せによる

応力が最大となる。 

ＮＳ方向では設計用地震力以内となるが，ＥＷ方向では設計用地震力を

超える結果となるものの，いずれも許容限界である保有水平耐力以内とな

っている。 

 

表 5 波圧に対する建屋全体の評価 

 

津波による 

層せん断力 

（×104kN） 

設計用地震力 

（1.5Ci） 

（×104kN） 

保有水平耐力 

（×104kN） 

NS 方向 

荷重ケース 1※1 14.0 

15.09 67.25 荷重ケース 2※2 14.16 

荷重ケース 3※3 14.05 

EW 方向 

荷重ケース 1※1 29.83 

15.09 92.32 荷重ケース 2※2 29.99 

荷重ケース 3※3 29.88 

※1 津波波力による荷重 

※2 津波波力＋漂流物による衝突荷重（キャスク緩衝体） 

※3 津波波力＋漂流物による衝突荷重（キャスク輸送車両） 
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(2) 外壁の評価 

外壁の評価結果は表 6 のとおりであり，コンクリート圧縮ひずみと鉄筋

引張ひずみでは，ＮＳ方向及びＥＷ方向とも津波波力と漂流物（キャスク

緩衝体）の衝突荷重による荷重組合せによる応力が最大となる。面外せん

断力では，津波波力＋漂流物による衝突荷重（キャスク輸送車両）の衝突

荷重による荷重組合せによる応力が最大となる。いずれのケースでも結果

は許容値以内となっている。 

 

表 6 外壁の評価結果 

評価項目 発生値 許容値 

コンクリート 

圧縮ひずみ 

荷重ケース 1※1 7.72×10-4 

3.0×10-3 荷重ケース 2※2 8.57×10-4 

荷重ケース 3※3 7.90×10-4 

鉄筋引張ひずみ 

荷重ケース 1※1 1.37×10-3 

5.0×10-3 荷重ケース 2※2 1.49×10-3 

荷重ケース 3※3 1.41×10-3 

面外せん断力 

Ｑ（kN/m） 

荷重ケース 1※1 1308 

1463 荷重ケース 2※2 1402 

荷重ケース 3※3 1441 

※1 津波波力による荷重 

※2 津波波力＋漂流物による衝突荷重（キャスク緩衝体） 

※3 津波波力＋漂流物による衝突荷重（キャスク輸送車両） 
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(3) 遮蔽扉の評価 

遮蔽扉の評価結果は表 7 のとおりであり，ＮＳ方向ＥＷ方向とも津波波

力と漂流物（キャスク輸送車両）の衝突荷重による荷重組合せによる応力

が最大となる。いずれのケースでも結果は許容値以内となっている。 

 

表 7 外壁の評価結果 

評価項目 発生値 許容値 

遮蔽扉に発生する 

曲げ応力度（N/mm2） 

荷重ケース 1※1 42.0 
235 

荷重ケース 3※2 70.6 

遮蔽扉に発生する 

せん断力（kN） 

荷重ケース 1※1 219.6 
1215 

荷重ケース 3※2 293.1 

コンクリート枠に発生する 

圧縮応力度（N/mm2） 

荷重ケース 1※1 1.83 
22.0 

荷重ケース 3※2 2.44 

※1 津波波力による荷重 

※2 津波波力＋漂流物による衝突荷重（キャスク輸送車両） 
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7.  添付資料 

   

次の資料を次ページ以降に添付する。 

  〇コメント回答資料 

   NO.0113-13、NO.0209-79 

  〇受入れ区域外壁および柱の耐力について 

  〇柱の応力の補正について 

  〇令和４年５月１０日審査会合資料(抜粋) 

 





















































2022 年 4 月 6 日 

リサイクル燃料貯蔵株式会社 

 
柱の応力の補正について 

 

現状の計算では津波波力の算定は，図１に示すように幅 7.875ｍで計算を行っている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１ 柱の波力負担幅 

 

一方,柱の寸法は，表１に示すような値であり柱単独の応力は柱の寸法と上記波力負担幅の比率となる。

その値は表２の通りとなる。 

 

表１ 柱の寸法 

評価対象部位 断面寸法（mm） 配筋（材質） 

柱上部 SC1（S 造） 

G.L.10.7m～20.0m 

（T.P.26.7m～36.0m＊1） 

BH-1000×800×32×40 （SN490B） 

柱下部 C3（RC 造）＊2 

G.L.0.3m～10.7m 

（T.P.16.3m～26.7m） 

1300×2400 

主筋 36-D38 

せん断補強筋 3-D16@200 

（SD345） 

注＊1：柱の評価高さは大梁下端とする。 

注＊2：柱頭部は SRC 造であるが，RC 造として評価する。 

 

表２ 柱の応力補正係数 

評価対象部位 柱幅寸法（mm） 比率 

柱上部 SC1（S 造） 

G.L.10.7m～20.0m 

（T.P.26.7m～36.0m＊1） 

800 0.102 

柱下部 C3（RC 造）＊2 

G.L.0.3m～10.7m 

（T.P.16.3m～26.7m） 

1300 0.165 

CL CL 

D E F 

7.875m 



求めた比率を用いて津波波力による応力と耐力の比を補正すると以下のとおりである。 

 

表 4(1) 柱の評価結果(曲げモーメント)の補正値 

部位 部材 評価位置 応力／耐力の比率 
補正 

係数 

応力／耐力の比率 

（補正後） 

上部 SC1 S 造 
上端 T.P.36.0m 0.91 0.102 0.092 

下端 T.P.26.7m 0.62 0.102 0.063 

下部 C3 RC 造 
上端 T.P.26.7m 0.56 0.165 0.092 

下端 T.P.16.3m 3.86 0.165 0.637 

 

表 4(2) 柱の評価結果(せん断力) の補正値 

部位 部材 評価位置 
発生応力 

／許容値 

補正 

係数 

応力／耐力の比率 

（補正後） 

上部 SC1 S 造 
上端 T.P.36.0m 0.68 0.102 0.069 

下端 T.P.26.7m 0.10 0.102 0.010 

下部 C3 RC 造 
上端 T.P.26.7m 0.12 0.165 0.020 

下端 T.P.16.3m 3.04 0.165 0.502 

 

 

以上 

 

【補足】 

現在までの提出資料の計算における荷重の算定方法と剛性と強度評価の考え方は以下のとおりである。 

 

 荷重の算定方法 剛性と強度の考え方 

壁の計算 
壁 1m 当たりの水圧を考慮 壁 1m 当たりの剛性と強度 (壁のみの剛

性と強度) を考慮 

柱の計算① 
柱の両側のスパンの 1/2 の範囲の水圧を

考慮 

柱の剛性と強度のみを考慮 

柱の計算② 柱幅（水圧の受圧面）の水圧を考慮 柱の剛性と強度のみを考慮 
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外壁(右図①通り)の損傷の程度

・Ａ通り～Ａa通り及びＦ通り～Ｈ通りについては，外壁
に直交する控え壁が存在することから，損傷の程度は
低いと考えられる。

・Ａa通り～Ｆ通りは上記のような控え壁を有しないこと
から，面外方向の変形抑制効果が少ない。

↓

〇損傷程度が高い部位は，壁中央部のＡa通り～Ｆ通りの
間と考えられる。

〇外壁が波力を受ける場合と柱が単独で波力を受ける際
の北側外壁中央部の壁及び柱の応力を計算する。計算
にあたっての考え方は以下のとおりである。

外壁及び柱の加わる波圧の算定に当たっては，浸水
深７mに水深係数３を考慮する。
応力の算出は，外壁及び柱を梁モデルに置換して両
端固定として算出する。
許容限界は日本建築学会「原子力施設鉄筋コンクリ
ート構造計算規準」及び「鋼構造塑性設計指針」に
示される終局の許容限界を用いる。

受入れ区域の壁の配置

波力方向

①

②

HA Aa B C D E F G Ga

（コメント）仮想的大規模津波が到達したときの受入れ区域の損傷の程度について
説明すること。

２－２．津波による受入れ区域の損傷の程度について
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（まとめ）
津波波力を受ける受入れ区域北側外壁の脚部と頂部では，次ページに示すように応力が耐力を大幅に上回ることにより損傷が生じる。
外壁は損傷を受けるものの，次ページに示すように津波波力を受ける柱の応力は耐力を下回る。また，この評価では鉄骨鉄筋コンクリ
ート柱に内蔵される鉄骨（BH-800×800×32×40）の耐力を考慮していないことから，その靭性とあいまって架構は形状を保つことが
できると考えられる。
架構が形状を保つことを踏まえると，外壁・天井スラブ・クレーンガーダ・天井クレーンの落下の可能性は低いと考えられる。

8

柱部は健全で
あり架構は形
状を保つ

外壁頂部
が損傷

（断面図） 外壁脚部が大きく
損傷（一部貫通）

波力方向

AGa G F E D C B AaH

（外側から見た図） 受入れ区域北壁の損傷のイメージ

２－２．津波による受入れ区域の損傷の程度について
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9貯蔵建屋北側外壁・柱の応力と耐力の比較
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(参考）

〇水深係数３を用いて使用済燃料貯蔵建屋の外壁及び柱の応力を算出した結果は以下のとおりである。

２－２．津波による受入れ区域の損傷の程度について
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２－３．津波波圧及び津波に伴う漂流物の建屋への衝突について

評価部位の選定について
以下の考え方に基づき，評価対象部位を選定した。

貯蔵建屋受入れ区域の北側の外壁については，津波による波圧が直接作用す
るが，当該区域は損傷するとしている。
貯蔵建屋の西側の外壁については，津波による波圧が直接作用するが，壁厚
が最も厚く，強度が高い構造となっている。
貯蔵建屋の東側の外壁については，津波による波圧が直接作用することはな
いが，西側同様に壁厚が最も厚く，強度が高い構造となっている。
貯蔵建屋の南側の外壁については，津波による波圧が直接作用することはな
いが，西側及び東側の外壁に比べて壁厚が薄く，強度が低い構造となってい
る。

上記を踏まえ，保守的な評価を行うために，南側の外壁に対して波圧が正
面から直接作用するとして評価を行っている。

衝突荷重評価式について
漂流物による衝突荷重を算定する評価式については， FEMA(2012・2019) ，
道路橋示方書(2002)，松富ほか(1999) ，有川ほか（2010）があるが，漂流
状態に加えて滑動状態も評価可能なFEMAを用いている。また，上記の保守的
な評価を行っていることから，これらの評価方式の中で中間的な値を導出す
るFEMAを採用している。
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津波の流向

津波の流向

津波の流向

津波の流向

評価で考慮する
津波の流向

（コメント）津波波圧及び津波に伴う漂流物の建屋への衝突に係る評価の妥当性について説明すること。

（まとめ）
✔津波漂流物衝突評価部位近傍での津波の流向はほぼ外壁面と平行であり津波漂流物の移動方向もこれに支配
されるのに対し，評価上津波漂流物が外壁面に垂直に衝突することを想定しているため，荷重評価式による
荷重差を踏まえても保守的な評価となっている。評価の結果，津波波圧及び津波に伴う漂流物の衝突荷重に
対して南側の外壁が損傷しないことを確認した。

津波の流向のイメージ

（海側）


